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法務省政策評価に関する基本計画改定（令和５年３月末予定）新旧対照表 

 

 

変更 現行 

法務省政策評価に関する基本計画 

 

行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13

年法律第 86 号。以下「評価法」という。）第６条及

び政策評価に関する基本方針（平成 17年 12 月 16 日

閣議決定。以下「基本方針」という。）に基づき、法

務省における政策評価を適切かつ計画的に実施する

ため、法務省政策評価に関する基本計画（以下「本基

本計画」という。）を以下のとおり定める。 

なお、本基本計画における｢政策｣とは、「行政機関

が、その任務又は所掌事務の範囲内において、一定

の行政目的を実現するために企画及び立案をする行

政上の一連の行為についての方針、方策その他これ

らに類するもの」（評価法第２条第２項）であり、以

下で定義する｢政策（狭義）｣、｢施策｣及び｢事務事業｣

全てを指すものとする。 

○政策（狭義）：特定の行政課題に対応するための

基本的な方針の実現を目的とする行政活動の大き

なまとまり 

○施策：上記の｢基本的な方針｣に基づく具体的な方

針の実現を目的とする行政活動のまとまりであ

り、｢政策（狭義）｣を実現するための具体的な方

策や対策と捉えられるもの 

○事務事業：上記の｢具体的な方策や対策｣を具現化

するための個々の行政手段としての事務及び事業

であり、行政活動の基礎的な単位となるもの 

法務省政策評価に関する基本計画 

 

行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13

年法律第 86 号。以下「法」という。）第６条の規定に

基づき，及び政策評価に関する基本方針（平成 17年

12 月 16 日閣議決定。以下「基本方針」という。）を

踏まえ，法務省の政策の特質等に応じた適切な政策

評価活動が行われるよう，基本とすべき計画を明ら

かにするため，法務省政策評価に関する基本計画（以

下「本基本計画」という。）を以下のとおり定める。 

１ 目的 

  法務省における政策評価は、以下の目的のため

に実施する。 

(1) 法務省の使命と政策のあるべき姿を体現す

る。 

(2) 国民に対する行政の説明責任（アカウンタビ

リティ）を確保する。 

(3) 国民本位で効率的な質の高い行政を実現す

る。 

(4) 法務省の政策の改善につなげる。 

(5) 法務省の政策相互の適切な連携や組織的な学

（新設） 
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びを推進する。 

２ 計画期間 

  本基本計画の対象期間は、令和５年４月１日か

ら令和 10年３月 31日までの５年間とする。 

１ 計画期間 

本基本計画の計画期間は，平成 31年度からの５

年間とする。 

３ 政策評価の実施に関する方針 

(1) 政策評価の実施に関する基本的な考え方 

   政策評価の目的の達成に向けた具体的な取組

の内容及びその取組により期待する効果など政

策評価の実施に関する基本的な考え方を以下の

とおり明らかにする。 

  ① 政策評価の実施により期待する効果 

    法務省の政策評価は、以下の効果が生まれ

ることを期待して実施する。 

   ア 政策の改善並びに政策の質及び行政の政

策形成能力の向上 

   イ 職員の意識改革の進展による国民本位の

効率的で質の高い行政及び国民の視点に立

った成果重視の行政の実現 

   ウ 政策評価に関する一連の情報の公表によ

る国民に対する行政の説明責任の徹底、政

策及びそれに基づく活動の透明性の確保並

びに行政に対する国民の信頼性の向上 

  ② 具体的な取組 

    前項の効果を発揮させるため、以下のこと

に取り組む。 

   ア 政策体系の明示 

     法務省が所掌する基本政策、政策、施策

を体系化した政策体系を定め、毎年作成す

る法務省事後評価の実施に関する計画（以

下「実施計画」という。）において明示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 証拠に基づく政策立案（Evidence-Based 

Policymaking）の推進 

２ 政策評価の実施に関する方針 

(1) 政策評価の目的 

法務省における政策評価は，所掌する政策に

ついて，適時にその政策効果を把握し，必要性，

効率性，有効性等の観点から，自ら評価を行い，

その結果を公表するとともに，これを政策の企

画立案や政策に基づく的確な実施に反映させる

ことにより，国民に対する説明責任を徹底し，国

民本位で効率的な質の高い成果重視の行政を実

現することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 政策体系の明示等 

政策評価の体系的かつ合理的で的確な実施を

確保するため，法務省が所掌する基本政策，政

策，施策を体系化した政策体系を法務省事後評

価の実施に関する計画（以下「実施計画」とい

う。）において明示する。 

また，政策体系，実施計画及び政策評価結果報

告書において，政策評価の対象とする政策が，ど

のような目的の下にどのような手段を用いるも

のかという対応関係を明らかにする。 

なお，法務省の所掌する政策が，他の行政機関

に関係する政策と関連する場合は，当該政策の

目標と法務省が所掌する政策との関係をあらか

じめ明らかにするように努める。 

（新設） 
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     政策の目指す姿や、政策を構成する施策・

事業の課題、活動内容とその効果の関係を

明らかにすることは、改善につながる政策

評価を行う上で前提となることから、ロジ

ックモデルの活用など証拠に基づく政策立

案（ＥＢＰＭ）の実践に積極的に取り組む。 

   ウ 政策評価に携わる関係者間での認識の共

有 

     政策立案の実施に携わる職員や政策評価

に関する外部有識者などの関係者が、政策

評価の実施に当たり共有する基本的な認識

を、以下のとおり定める。 

    (ｱ) あるべき姿と現状との差が課題である

という前提の下、政策の実施状況や現場

の実情を的確に把握しようとする。 

    (ｲ) 政策の見直しは悪いことではなく、必

要であれば、ちゅうちょなく改善するこ

とがよいことであると意識する。 

    (ｳ) 効果検証等の結果、期待した効果が認

められなかった場合でも、次なるエビデ

ンスが得られたものと前向きに評価す

る。 

    (ｴ) 仮に不十分さが残る検証であっても、

効果検証を行わないことに比べて高く評

価する。 

    (ｵ) 現場との密接なコミュニケーションを

通じて、政策課題や実施状況を把握しよ

うとする。 

   エ 行政事業レビューとの連携、政策評価の

重点化及び効率化 

    (ｱ) 行政事業レビューとの連携 

      政策評価と行政事業レビューの一体

的な実施に向け、政策評価の方式に関係

なく、原則全ての事務事業を対象として

作成される行政事業レビューシートを

法務省の政策評価の標準的な様式とし

て取り扱い、政策の立案から評価・改善

に至るまでの政策のサイクル全体を効

果的に回していくための基盤と位置付

ける。 

    (ｲ) 政策評価の重点化及び効率化 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 重要政策に関する評価の徹底 
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      政策評価を政策の改善につなげる重

要な機会とするため、全ての政策を対象

に、固定的・画一的な方法で政策評価を

実施する方法を改める。 

      具体的には、それぞれの政策の特性に

応じて、各政策のプロセスにおける取組

を活用しつつ、政策の企画立案や改善等

につなげやすい時期、方法・単位で実施

することなどにより政策評価を実施す

る政策等の重点化を図るほか、予算要求

など政策立案の過程で作成等した資料

を評価資料として活用するなどにより

政策評価の実施に係る作業の効率化を

図る。 

(2) 政策評価の方式 

政策評価は、政策の性質等に応じ、対象となる

政策ごとに以下の方式から適切な評価の方式を

採用して実施する。 

  ① 事業評価方式 

   （略） 

  ② 実績評価方式 

   （略） 

  ③ 総合評価方式 

政策の決定から一定期間を経過した後を中

心に、課題の解決に資する多様な情報を提供

することにより政策の見直しや改善に資する

見地から、特定のテーマについて、当該テーマ

に係る政策効果がどのように現れているかを

様々な角度から掘り下げて分析し、政策に係

る課題を把握するとともに、その原因を分析

するなど総合的に評価する方式 

政策評価の重点化・効率化を図ることとし，施

政方針演説等で示された内閣としての重要政策

や法務省において重点的に取り組むこととした

政策については，その手段を分かりやすく提示

し，その進み具合の把握及び必要な分析を行う

ことにより目標の達成状況が明らかになるよう

にする。 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 政策評価の方式 

政策評価は，政策の性質等に応じ，対象となる

政策ごとに以下の方式から適切な評価の方式を

採用して実施する。 

ア 事業評価方式 

   （略） 

  イ 実績評価方式 

   （略） 

  ウ 総合評価方式 

    政策の決定から一定期間を経過した後を中

心に，問題点の解決に資する多様な情報を提

供することにより政策の見直しや改善に資す

る見地から，特定のテーマについて，当該テー

マに係る政策効果がどのように現れているか

を様々な角度から掘り下げて分析し，政策に

係る問題点を把握するとともに，その原因を

分析するなど総合的に評価する方式 

４ 政策評価の観点に関する事項 

  政策評価の実施に当たっては、評価法第３条第

１項に明示された以下の(1)ないし(3)の観点のほ

か、評価の対象とする政策の特性や評価方式に応

じて、主として(4)ないし(6)に掲げる観点も加味

して評価を行う。 

 (1) 必要性 

（略） 

 (2) 効率性 

（略） 

３ 政策評価の観点に関する事項 

政策評価の実施に当たっては，主として次に掲

げる必要性，効率性及び有効性の観点から行うほ

か，評価の対象とする政策の特性に応じ，公平性，

優先性その他適切と認める観点を加味して行う。 

 

(1) 必要性 

（略） 

(2) 効率性 

（略） 
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 (3) 有効性 

（略） 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 (4) インパクト 

   当該政策の実施により、社会にどのような影

響を与えたか。 

 (5) 改善・学習 

  ア 取組を通じて得られた新たな知見につい

て共有されているか、又は組織運営や予算要

求等に活用されているか。 

  イ 課題の設定や評価を行う際に、現場職員や

受益者・当事者、関係者の声を聞いているか、

又は聞くための仕組みが用意されているか。 

 (6) 分かりやすさ 

  ア 政策の目的、現状、課題及び対策に論理的

なつながりはあるか、また、客観的な根拠は

認められるか。 

イ 今後の改善策は、設定された課題を踏まえ

たものとなっているか。 

(3) 有効性 

（略） 

(4) 公平性 

当該政策の目的に照らして，当該政策の効果

の受益や費用の負担が公平に分配されている

か，又は分配されるものとなっているか。 

(5) 優先性 

当該政策を他の政策よりも優先的に実施すべ

き理由があるか。 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

５ 政策効果の把握に関する事項 

 (1) 政策効果の把握の方法 

   政策効果の把握に当たっては、できる限り政

策の効果を定量的に把握することができる手法

を用いることとする。 

   ただし、対象とする政策の特性から、その効

果を定量的に把握することが困難な場合、又は

定量的に把握することが政策評価の目的に結び

付かない場合には、政策の効果を定性的に把握

する手法を用いる。 

   なお、政策の効果を定性的に把握する手法を

用いる際の基本的な考え方については、別途定

める。 

 

 (2) 政策効果の把握に当たっての留意点 

   政策を所管する部局等（以下「政策所管部局」

４ 政策効果の把握に関する事項 

(1) 

政策効果の把握に当たっては，証拠に基づく

政策立案（Evidence-based Policymaking）の観

点から可能な限り定量的な把握に努める。定量

的な把握が困難な場合又はそれが客観性の確保

に結び付かない場合においては，定性的な把握

を行うこととするが，その場合にあっても，可能

な限り客観的な情報・データや事実に基づいた

把握を行うよう留意する。 

ただし，求めるべき情報，その情報の分析に必

要な精度及び情報の収集並びに分析に必要なコ

ストを事前に検討し，政策効果の把握に要する

コストが過度に増大しないよう配慮する。 

(2) 

別紙に掲げる法務省の各部門（以下「政策所管
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という。）は、当該政策に基づく活動の実施過程

等を通じて政策の効果の把握に必要な情報が効

果的・効率的に入手できるよう、また、情報の収

集等により相手方に過大な負担を掛けることが

ないよう、その収集・報告の方法等に配慮する。 

 

部局」という。）は，政策効果の把握に必要な情

報・データや事実が効果的・効率的に入手できる

よう収集や報告等にあらかじめ配慮する。なお，

入手に当たっては，相互に協力し，必要に応じて

関係者の協力を求める。また，大臣官房秘書課政

策立案・情報管理室（以下「政策立案・情報管理

室」という。）は，これらの円滑化を図るため，

必要な調整を行う。 

６ 事前評価の実施に関する事項 

 (1) 基本的考え方 

  （略） 

   なお、上記イの観点から評価を行うに当たっ

ては、可能な限り、予測される効果やそのために

必要となる費用を推計・測定し、それらを比較す

る。その際、効果については、受益の範囲や対象

を極力特定し、可能な限り定量化し、費用につい

ては、政策に係る直接的な支出のみならず、政策

により付随的に発生するそれ以外の費用につい

ても含めることを検討する。 

(2) 事前評価の実施対象 

   事前評価の実施対象は、以下のとおりとする。 

  ア （略） 

  イ 法律又は法律の委任に基づく政令の制定又

は改廃により、規制（国民の権利を制限し、又

はこれに義務を課する作用）を新規し、若しく

は廃止し、又は規制の内容の変更をすること

を目的とする政策 

    なお、省令、告示等の制定又は改廃により

規制を新設又は改廃することを目的とする

政策についても、その政策の特性に応じて、

積極的に事前評価を実施するよう努める。 

  ウ 国税における租税特別措置及び地方税にお

ける税負担軽減措置等に係る政策 

 

 エ その他事前の検証が必要と認められる政策 

 

 

 

 

 

 (3) 事前評価の評価方式 

５ 事前評価の実施に関する事項 

(1) 

（略） 

なお、上記イの観点から評価を行うに当たっ

ては、可能な限り、予測される効果やそのために

必要となる費用を推計・測定し、それらを比較す

る。その際、効果については、受益の範囲や対象

を極力特定し、可能であれば定量化し、費用につ

いては、政策に係る直接的な支出のみならず、政

策により付随的に発生するそれ以外の費用につ

いても含めることを検討する。 

(2) 

事前評価の実施対象は，以下のとおりとする。 

ア （略） 

イ 法律又は法律の委任に基づく政令の制定又

は改廃により，規制（国民の権利を制限し，又

はこれに義務を課する作用）を新設し，若しく

は廃止し，又は規制の内容の変更をすること

を目的とする政策 

 

 

 

 

ウ 国税における租税特別措置及び地方税にお

ける税負担軽減措置等（以下「租税特別措置

等」という。）に係る政策 

エ 新規の政策（上記ア，イ又はウに該当するも

のを除く。）のうち，政策立案・情報管理室又

は政策所管部局において，上記(1)の観点から

事前評価の対象とする必要があると認めるも

のであって，事前評価の方法が開発されてい

るもの 

(3) 
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   事前評価における評価の方式は、事業評価方

式とする。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

事前評価における評価の方式は，事業評価方

式とする。 

(4) 上記(2)イに掲げる政策については，行政機関

が行う政策の評価に関する法律施行規則（平成

19 年総務省令第 95号），規制の政策評価の実施

に関するガイドライン（平成 19 年８月 24 日政

策評価各府省連絡会議了承。以下「規制に係るガ

イドライン」という。）等に基づき事前評価を実

施する。 

なお，省令，告示等の制定又は改廃により規制

を新規又は改廃することを目的とする政策につ

いても，その政策の特性に応じて，積極的に事前

評価を実施するよう努める。 

(5) 上記(2)ウに掲げる政策については，租税特別

措置等に係る政策評価の実施に関するガイドラ

イン（平成 22 年５月 28 日政策評価各府省連絡

会了承。以下「租税特別措置等に係るガイドライ

ン」という。）に基づき事前評価を実施する。 

(6) 政策立案・情報管理室は，上記(2)エに該当す

るものとして事前評価の実施対象を定めるとき

は，政策所管部局の意見を聴かなければならな

い。 

(7) 研究開発を対象とする事前評価の実施に当た

っては，法，基本方針及び本基本計画で定めると

ころによるほか，「国の研究開発評価に関する大

綱的指針」（平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣

決定）を踏まえて行う。 

７ 事後評価の実施に関する事項 

 

 (1) 基本的考え方 

   事後評価は、法務省の主要な政策について、

その状況を国民に明らかにするとともに、政策

の決定後において、政策の効果を把握し、これを

基礎として、政策の見直し・改善、新たな政策や

その実施手段の企画立案及びそれに基づく実施

に反映させるための情報を提供する見地から、

今後の課題及び取組方針等の検討と併せて行

う。 

 (2) 事後評価の実施対象 

   事後評価（事業評価方式により事前評価を行

６ 計画期間内において事後評価の対象としようと

する政策その他事後評価の実施に関する事項 

(1) 

事後評価は，法務省の主要な政策について，そ

の状況を明らかにするとともに，政策の決定後

において，政策の効果を把握し，これを基礎とし

て，政策の見直し・改善や新たな政策の企画立案

及びそれに基づく実施に反映させるための情報

を提供する見地から行う。 

 

 

(2) 

事後評価（事業評価方式により事前評価を行
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った政策につき、その事後検証として行う評価・

検証を除く。）は、原則として政策体系に掲げる

政策を対象に、おおむね１年から５年の周期で、

それぞれの政策の特性に応じて、その単位（政策

（狭義）・施策・事業）及び評価の方法を選択し

て実施する。 

   ただし、次に掲げるものは、個別の事件等に

おける職員の権限行使や法律の適用、法律の制

定・改廃に関するなど、その政策の特性から、政

策について自ら評価を行い、その結果を政策の

見直し・改善につなげるという政策評価の目的

になじまないこと又は他の法律等で第三者機関

による評価を受けることが義務付けられている

ことを踏まえ、評価の対象としない。 

  ア 検察権の行使 

  イ 訟務の事件処理、登記官・供託官の個々の

権限行使等 

  ウ 債権管理回収業の審査監督 

  エ 独立行政委員会である公安審査委員会の所

掌事務 

  オ 基本法制の整備、諮問を受けて調査審議、

資格審査等を行う審査会の所掌事務 

  カ 総合法律支援法（平成 16 年法律第 74 号）

に基づく総合法律支援の実施 

 

 

 

 

 (3) 基準とする事後評価の方法 

   事後評価（事業評価方式により事前評価を行

った政策につき、その事後検証として行う評価・

検証を除く。）は、実績評価方式及び総合評価方

式を基準の方法とする。 

   ただし、実質的に政策評価と同等の評価が行

われていると認められる政策立案プロセスを有

する政策の評価は、同プロセスによることとす

る。 

 

 

 

 

った政策につき，その事後検証として行う評価・

検証を除く。）は，原則として，政策体系に掲げ

る「施策」であって法務省の当面の重要施策又は

成果重視事業を含む施策を中心として，１年か

ら５年程度の周期で評価対象を選定して行う。 

ただし，法務省の任務が司法権との接点にあ

ることなど，その所掌事務の特性を踏まえ，次に

掲げるものは，評価の対象としない。 

 

 

 

 

 

 

ア 個々の事件における検察権行使 

イ 訟務の事件処理，登記官・供託官の個々の権

限行使等 

（新設） 

ウ 独立行政委員会である公安審査委員会の所

掌事務 

エ 諮問を受けて調査審議，資格審査等を行う

審査会の所掌事務 

（新設） 

 

なお，政策体系に掲げる施策については，評価

を実施しない年度であっても，当該施策の目標

の達成状況を把握するために必要なデータを，

適時適切に収集するように努める。 

(3) 

事後評価（事業評価方式により事前評価を行

った政策につき，その事後検証として行う評価・

検証を除く。）における評価の方式は，当該政策

の特性に応じ，実績評価方式又は総合評価方式

のいずれかを基本とする。また，必要に応じ，他

の評価方式を適宜加味して評価を行う。 

なお，実績評価方式により評価を行う場合に

おいて，指標とは別に具体的な目標値を設定す

ることが困難な政策については，目標期間にお

ける取組状況や実績等を可能な限り定量的に把

握することにより，目標の達成度合いについて

評価する。 



9 
 

 (4) 事後評価の実施方法 

  ア 実績評価方式による評価 

    行政事業レビューシートを活用して、あら

かじめ、当該事務事業の目的及び達成すべき

目標、その達成度合いを測るための目標（値）

を設定、公表し、原則として毎年、それらの

達成度合いを評価する。 

  イ 総合評価方式による評価 

    政策等の全体像を示す「政策パッケージ」

及び関係する施策等の関係性を明らかにする

「ロジックモデル」を作成、公表した上で、お

おむね５年に一度、様々な角度から当該政策

等の分析を行い、その成果及び課題を把握す

るとともに、今後の取組方針等について検討

し、明らかにする。 

    なお、政策パッケージ及びロジックモデル

の様式及びその内容は、実施計画において定

め、明らかにする。 

    また、政策等の毎年のモニタリングは、当

該政策等のロジックモデルで設定した指標

の状況を確認するほか、当該政策等に関連す

る行政事業レビューシートを活用して行う。 

  ウ 実質的に政策評価と同等の評価が行われ

ていると認められる政策立案プロセスによ

り決定等される計画の扱い 

    次の要件を満たす政策立案プロセスを経

て計画等が決定される政策については、当該

プロセスを経ることにより、事後評価が行わ

れたものとして扱う。 

   (ｱ) ある特定の政策について、その現状や課

題を整理した上で、一定期間内に当該政策

等が目指すべき姿やそのための具体的な施

策の内容、取組の方向性、効果を測定するた

めの指標などを盛り込んだ計画・方針等が

作成されていること 

   (ｲ) 計画等を検討するための会議（審議会や

懇談会、検討会など名称は問わない。）が設

置されており、その会議の構成員として外

部有識者が参加していること 

   (ｳ) 計画等に盛り込まれた政策等の実施状況

を把握し、その成果や課題等を明らかにす

（新設） 
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るために会議が開催されるなど、外部有識

者の意見を聴取していること 

   (ｴ) 計画等を作成することが、法律や政府決

定等で義務付けられていること 

    以上の要件を満たす政策立案プロセスに

より作成等された計画等その他関連資料は、

本基本計画に基づく事後評価の資料として

扱う。 

    なお、これに該当する政策等の毎年のモニ

タリングは、当該政策に関連する行政事業レ

ビューシートを活用して行う。 

 (5) 実施計画の策定 

   各年度における事後評価の対象とする政策

及び当該政策ごとの具体的な事後評価の方法

は、実施計画で定める。 

（削除） 

 

 

 

 (6) 事前評価を実施した政策 

   上記６(2)により事前評価を実施した政策

は、上記６(3)の方法により事後評価を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 

事後評価を行う政策の具体的内容及び単位，

目標，効果の把握のための指標その他必要な事

項については，実施計画で定める。 

(5) 上記５(4)及び(5)により事前評価を実施した

政策については，それぞれ，規制に係るガイドラ

イン及び租税特別措置等に係るガイドラインに

基づき，事後評価を実施する。 

（新設） 

８ 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 
  政策評価は、政策のマネジメント・サイクルに

おいて、広範な視点からできる限り客観的なもの

として実施されることを確保することにより、次

の政策に生かされ、政策の質を高めることに意義

がある。 

  そのため、政策評価の実施に当たっては、政策

評価制度やＥＢＰＭを始めとする新たな政策立

案の考え方、評価対象となる政策について専門的

知識を有する学識経験者や実践的知識を有する

者等（以下「学識経験者等」という。）の協力を

得ることが重要である。 

 (1) 政策評価有識者会議の設置・開催 

   法務省の実施する政策評価の客観性・公正性

を確保するとともに、政策立案及び評価の質の

向上を図るため、政策評価制度又は評価対象政

策について専門的知識を有する学識経験者等

から構成する法務省政策評価有識者会議（以下

７ 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 次のような場合，学識経験を有する者の知見

を活用する。 

ア 高度の専門性や実践的な知見が必要な場合 

イ 政策評価の実施に当たり，より厳格な客観

性の確保や多様な意見の反映が強く求められ

る場合 
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「有識者会議」という。）を設置し、開催する。 

 (2) 有識者会議その他学識経験者等の知見の活

用 

   有識者会議では、評価方法や評価に必要なデ

ータの収集方法、評価手順等について、法務省

の政策形成・評価の質的改善を図る視点から、

学識経験者等の助言を得るなどして、その知見

を活用する。 

   また、学識経験者等の知見の活用に当たって

は、有識者会議のほか、政策評価の対象とする政

策の特性等に応じ、学識経験者等からなる研究

会等や外部研究機関、審議会等の諮問機関の活

用を図る。 

 

(2) 学識経験を有する者の知見を活用するに当た

っては，学識経験者等からなる政策評価に関す

る会議（以下「政策評価懇談会」という。）を開

催し，意見を聴取するほか，政策評価の対象とす

る政策の性質，政策評価の内容等に応じて，次の

ような方法を採る。 

ア 学識経験者等からなる研究会等の開催結果

の活用 

イ 外部研究機関の活用 

ウ 審議会等の諮問機関の活用 

９ 政策評価の結果の政策への反映に関する事項 
 (1) 基本的な考え方 

   大臣官房秘書課政策立案・情報管理室（以下

「政策立案・情報管理室」という。）は、政策評

価の結果を速やかに取りまとめて政策所管部局

及び関係する大臣官房各課に通知し、通知を受

けた各局部課等においては、政策評価の結果を、

予算要求をはじめとする政策の企画立案作業等

における重要な情報として適時的確に活用し、

当該政策に適切に反映するものとする。 

 

 

 

 

 

 

(2) 政策への反映状況の公表 

   政策所管部局は、総合評価方式、実績評価方

式及び事業評価方式による評価を実施した政策

について、その評価結果の政策への反映状況を

政策立案・情報管理室に報告する。 

   政策立案・情報管理室は、報告を受けた内容

を速やかに取りまとめ、評価法第 11 条に基づく

政策評価の結果の政策への反映状況として、総

務大臣に通知するとともに、公表する。 

８ 政策評価の結果の政策への反映に関する事項 

 

政策立案・情報管理室は，政策評価の結果を速や

かに取りまとめて政策所管部局及び大臣官房秘書

課組織係，同人事課，同会計課及び同施設課（以下

「予算等担当部署」という。）に通知し，政策所管

部局においては，当該評価結果を政策に適切に反

映させるよう検討する。 

予算等担当部署においては，政策評価と予算・決

算の連携を強化する観点から，当該評価結果を予

算要求等に関する基礎資料等として用いるなど，

必要かつ相当な範囲で活用する。 

このような取組により，政策評価の結果が，政策

の企画立案作業等における重要な情報として適時

的確に活用され，当該政策に適切に反映されるよ

うに努める。 

10 政策評価に関する情報の公表に関する事項 

 (1) 公表方法 

   政策評価に関する情報の公表は、法務省のホ

９ 政策評価に関する情報の公表に関する事項 

(1) 

政策評価に関する情報の公表は，法務省のホ
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ームページを通じて行うほか、必要に応じて、政

策立案・情報管理室において随時行う。 

 

 (2) 公表事項 

   本基本計画及び実施計画のほか、毎年の政策

評価の結果、政策評価結果の政策への反映状況

その他政策評価に関する情報を公表する。 

   なお、評価法第 10条に基づく評価書及びその

要旨等の公表に当たっては、公表することによ

り国及び公共の安全を害する情報や個人のプラ

イバシー、企業秘密に関する情報等の取扱いに

関し、行政機関の保有する情報の公開に関する

法律（平成 11 年法律第 42 号）及び個人情報の

保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）の

考えに基づき適切に対応する。 

 (3) その他 

   政策立案・情報管理室及び政策所管部局は、

外部からの検証を可能とするため、政策評価を

行う過程において使用した資料を適切に保存す

る。 

（削除） 

ームページ（http://www.moj.go.jp/）を通じて

行うほか，必要に応じて，政策立案・情報管理室

において随時行う。 

(2) 

公表する事項は，次に掲げるものとする。 

ア 本基本計画及び実施計画 

イ 政策評価結果 

ウ 政策評価結果の政策への反映状況 

エ 政策評価懇談会の議事要旨，議事録及び会

議資料 

オ その他必要と認める事項 

 

 

 

 

(3) 

政策立案・情報管理室及び政策所管部局は，外

部からの検証を可能とするため，政策評価を行

う過程において使用した資料を適切に保存す

る。 

(4) 政策評価懇談会は，原則公開する。 

11 政策評価の実施体制に関する事項 
  政策立案・情報管理室及び政策所管部局は、以

下の役割分担の下、相互に連携を図りながら政策

評価を実施するものとする。 

 (1) 政策立案・情報管理室 

   政策評価に関する基本的事項の企画及び立

案、政策評価の総括及び実施その他の政策評価

の客観的かつ厳格な実施の確保を図るため、以

下に掲げる事務を行う。 

  

 ア 本基本計画、実施計画の立案及びその他の

政策評価に関する基本的事項の企画及び立案 

イ～オ （略） 

   また、政策所管部局が行った評価について、

評価の客観性、評価手法の適正性、評価内容の妥

当性のほか、上記４に定める政策評価の観点か

ら審査する。 

   その過程で、必要に応じ、政策立案・情報管理

室は、各政策所管部局に対し説明を求め、意見を

述べることができるものとする。 

10 政策評価の実施体制に関する事項 

 

 

 

(1)  

政策立案・情報管理室は，政策評価に関する基

本的事項の企画及び立案，政策評価の総括及び

実施その他の政策評価の客観的かつ厳格な実施

の確保を図るため，次に掲げる事務を行う。 

ア 本基本計画，実施計画の立案及びその他の

政策評価に関する基本的事項の企画及び立案

並びに評価手法等の調査及び研究 

イ～オ （略） 
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 (2) 政策所管部局 

   政策評価として、対象となる政策の実施状況

を把握するほか、今後の課題及び取組方針等を

検討し、その内容を評価書等の案として取りま

とめる。 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

(2) 

政策所管部局は，それぞれその所管する政策

につき，政策立案・情報管理室の総括の下に政策

評価を実施し，又は政策評価に参画する。 

また，政策所管部局は，次の表に定めるとお

り，政策立案・情報管理室に対し，政策評価の結

果等を報告する。 

 

（表（略）） 

 

(3) 法務省の政策評価における実績評価と中央省

庁等改革基本法（平成 10年法律第 103 号）第 16

条第６項に規定する実施庁である公安調査庁の

実績の評価とは，評価手法の観点から実質的に

異なるところはない。このため，公安調査庁の実

績の評価については，この基本計画の定めると

ころに準じて実施する。 

12 実施庁である公安調査庁の実績評価に関する事

項 

  中央省庁等改革基本法（平成10年法律第103号）

第 16 条第６項に規定する実施庁である公安調査

庁の実績の評価は、本基本計画に基づく政策評価

として実施する。 

（新設） 

13  その他政策評価の実施に関し必要な事項 

 (1) 国民の意見・要望を受け付けるための窓口の

整備 

   政策評価に関する外部からの意見・要望を受

け付けるための窓口は、政策立案・情報管理室と

し、法務省のホームページ等において受け付け

る。また、寄せられた意見・要望については、関

係する政策所管部局へ回付する。 

  

 (2) 他府省等との連携・協力 

   政策立案・情報管理室は、内閣官房行政改革

推進本部事務局や総務省など政策形成・評価の

質の向上等に取り組む他の府省等と積極的に情

報や意見を交換するほか、必要に応じて連携・協

力を図る。 

 (3) 基本計画の見直し  

   本基本計画は、評価法又は基本方針の見直し、

政策効果の把握の手法その他政策評価の方法に

11  その他政策評価の実施に関し必要な事項 

(1) 国民の意見・要望を受け付けるための窓口の

整備 

政策評価に関する外部からの意見・要望につ

いては，法務省のホームページにおいて受け付

けるほか，投書及び電話等によるものについて

も，政策立案・情報管理室において随時受け付け

る。また，寄せられた意見・要望については，同

室から関係する政策所管部局へ回付する。  

(2) 他府省との連携・協力 

総務省等が総合性又は統一性を確保する観点

等から行う政策評価の実施に当たっては，積極

的に情報や意見の交換を行うなどして，総務省

等との適切な連携・協力を図る。 

 

(3) 基本計画の見直し  

本基本計画は，政策評価の実施状況，政策効果

の把握の手法その他政策評価の方法に関する調
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関する調査、研究及び開発の成果や動向等を踏

まえ、必要に応じ所要の見直しを行う。 

 

査及び研究の成果並びに開発の動向等を踏ま

え，必要な場合には，所要の見直しを行う。 

（削除） 

 

（別紙（略）） 

 

 




